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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

 （注）１．当社は（中間）連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移につ

いては、記載しておりません。 

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３．持分法を適用した場合の投資利益については、持分法を適用すべき重要な関連会社が存在しないため、記載

しておりません。 

４. 2005年９月20日付けで普通株式１株につき５株の割合で株式分割を行っております。なお、第47期中及び第

47期の１株当たり純資産額、１株当たり中間（当期）純利益及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純

利益は、当該株式分割が期首に行われたものとして算出しております。 

回次 第46期中 第47期中 第48期中 第46期 第47期 

会計期間 

自2004年 
４月１日 
至2004年 
９月30日 

自2005年 
４月１日 
至2005年 
９月30日 

自2006年 
４月１日 
至2006年 
９月30日 

自2004年 
４月１日 
至2005年 
３月31日 

自2005年 
４月１日 
至2006年 
３月31日 

売上高（千円） 5,128,022 5,687,953 4,802,757 11,042,554 11,631,902 

経常利益（千円） 418,479 572,713 505,214 1,039,221 1,261,650 

中間（当期）純利益（千円） 245,916 333,327 279,898 612,155 743,413 

持分法を適用した場合の投資利益 

（千円） 
－ － － － － 

資本金（千円） 983,952 1,012,134 1,124,669 983,952 1,012,134 

発行済株式総数（株） 5,608,000 28,497,500 29,430,000 5,608,000 28,497,500 

純資産額（千円） 5,449,094 6,136,081 6,693,674 5,837,970 6,634,948 

総資産額（千円） 8,514,441 9,566,824 10,001,072 9,713,483 10,200,305 

１株当たり純資産額（円） 1,037.57 229.67 242.09 1,104.17 246.88 

１株当たり中間（当期）純利益

（円） 
46.50 12.57 10.32 108.70 26.47 

潜在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益（円） 
44.11 11.70 9.47 103.55 24.22 

１株当たり配当額（円） － － － 28.00 8.00 

自己資本比率（％） 64.0 64.1 66.9 60.1 65.0 

営業活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
△835,886 1,028,890 250,764 △816,591 1,571,322 

投資活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
36,320 △251,708 △220,615 △97,744 △617,885 

財務活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
△399,560 △90,686 10,858 △399,560 △90,686 

現金及び現金同等物の中間期末

（期末）残高（千円） 
2,172,354 2,744,072 2,962,051 2,057,576 2,920,374 

従業員数（名） 365 374 381 355 371 



２【事業の内容】 

 当中間会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更はあ

りません。なお、当中間会計期間に新たに１社を関連会社とし、この結果、当社グループは当社と子会社１社、関連

会社４社となりました。 

３【関係会社の状況】 

４【従業員の状況】 

(1）提出会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員であり、契約社員を含めて表示しております。 

(2）労働組合の状況 

 労働組合は結成されておりませんが、労使関係は良好であります。 

 当中間会計期間において、以下の会社が新たに提出会社の関係会社となりました。 

名称 住所 
資本金 
(百万円) 

主要な事業の内容
議決権の所有割合 

(％) 
関係内容 

（関連会社） 

株式会社シンク 

  

福岡県田川市 22 

パッケージソフ

トの開発と販

売・アフターサ

ービス 

50.0 
役員の兼任等 

１名 

 2006年９月30日現在

従業員数（名） 381 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1)業績 

当中間会計期間のわが国経済は、世界経済の順調な拡大を背景として、企業業績の改善に伴う好調な設備投資や

雇用・賃金の回復による個人消費の拡大など民間需要が好調で緩やかな景気回復が続きました。 

このような状況下、当社におきましては、ソリューションシステム事業ではファイナンシャルソリューションシ

ステム、流通システムを中心に受注から売上までのリードタイムの長い大口案件が増加したことから、受注は大幅

に増加いたしましたが、売上は下期以降への計上となること、また、ネットワークシステム事業では内部統制関連

でのＩＴ投資の先送り傾向が続いていることから、当中間会計期間の売上高は、48億２百万円(前年同期比15.6％

減)、経常利益は５億５百万円(前年同期比11.8％減)となり、特別利益および特別損失計上後の中間純利益は２億

79百万円(前年同期比16.0％減)となりました。 

 各事業の概況は以下のとおりであります。 

ソリューションシステム事業 

ソリューションシステム事業につきましては、受注は、前年同期比125.8％と大幅な伸びとなっておりますが、

リードタイムの長い大口案件の増加により、当中間会計期間の売上高は26億92百万円(前年同期比8.1％減)となり

ました。個別事業は以下のとおりであります。 

「ファイナンシャルソリューションシステム」 

金融業界は、メガバンクの再編は一段落したものの関係会社の統合再編や地銀の合併統合の動きが相次ぎシス

テム投資の需要は高まりました。主力商品の「債権管理システム」は、金融機関向けに事業性債権の管理機能を強

化した新パッケージの販売が順調な伸びをみせており、又サービサー（債権回収専門会社）システムではシステム

更改時のリプレイスによる新規顧客の獲得、ならびにサービサー業務のサービス範囲の拡大に伴うシステムニーズ

が強まったことにより、受注は大幅増となりました。 

「審査システム」および「個人信用情報照会システム」も地方銀行をはじめ他の金融機関等に着実に拡大いた

しました。以上の結果、前事業年度に続き当中間会計期間におきましても受注については前年同期比２桁増となり

ました。 

「ＣＴＩシステム」 

ＣＴＩシステムにつきましては、引き続きＩＰ化に伴うコンタクトセンターの大型化、分散化が加速いたしま

した。 

デジタルボイスロギングシステムにつきましては、外資系金融機関等の新規大型案件獲得により、業界ＮＯ.１

の地位をさらに確固たるものにしております。 

コンタクトセンターシステムにつきましては、ＡＳＰＥＣＴ社の新規プロダクトの初受注、既存顧客のＩＰ化

等、大型案件を多数受注し、業容を拡大いたしました。 

さらに、昨年より販売開始いたしました、テロ対策およびセキュリティ監視を目的としたデジタルビデオ自動

検知システム「ナイス・ビジョン」は複数の学校で稼動を開始したほか、公共機関等への販売活動に注力いたしま

した。 

「ＥＣ＆Ｒシステム」 

ｅコマースシステム（電子商取引システム）につきましては、２０００年のＥＣブーム時に立ち上げられた大

手ＥＣサイトが更新時期を迎えており、ＥＣビジネスの拡大に向けシステム更新需要も旺盛であります。当社は、

この市場環境の変化を捉え、一昨年独自開発しました「ＥＣパッケージ(ＩＴＦＯＲｅＣ)」のさらなる競合優位性

の実現のため次期バージョンの開発に向け着手いたしました。 

「ＩＴＦＯＲｅＣ」は特に業界大手のお客様から高い評価をいただいており、当中間会計期間におきまして

は、大手航空会社のショッピングサイトの受注を獲得しました。 

流通システムにつきましては、２００７年３月消費税総額表示特例措置の廃止に向けてのシステム更改機運の

高まりに合わせ、内部統制強化のための業務プロセス見直しのツールとして、「流通トータルパッケージ（ＲＩＴ

Ｓ）」を百貨店に重点的に販売活動を行った結果、中京地区の老舗百貨店からトータルシステムを受注いたしまし

た。この結果、受注・売上ともに前年同期比大幅増加を達成いたしました。 



「ＣＲＭシステム」 

既に国内四十数社への納入実績を誇る米国アステア社製の保守サービス特化型ＣＲＭシステム「サービスアラ

イアンス」につきましては、機能強化したＷｅｂ版のシステムを投入し、拡販に注力いたしました。システムの品

質もようやく安定したことから２００６年９月に製造業関連会社で新規受注を獲得いたしました。 

「ソフトウェア開発の状況」 

ファイナンシャルソリューションシステムにつきましては、全国銀行個人信用情報センターのシステム変更に対

応した「Ｗｅｂ個人信用情報照会システム」の大規模アップグレードおよび「Ｗｅｂ版クレジット会社向け延滞債

権管理システムの開発を完了いたしました。 

eコマースシステムにつきましては、「ＥＣパッケージ(ＩＴＦＯＲｅＣ)」の大幅な機能強化を目的とした次期

バージョンの設計内容を確定いたしました。 

ネットワークシステム事業 

ネットワークシステム事業につきましては、新会社法の施行や金融商品取引法の法制化を追い風に内部統制構築

ソリューションのシステム販売を推進し、統合認証基盤システムやサーバー運用管理システムの販売に注力いたし

ました。 

しかしながら、日本版ＳＯＸ法の実務指針が当中間会計期間においては公表されていないことなどから、システ

ム導入の決定時期が延期されるなどの影響が大きく、当中間会計期間の売上高は５億11百万円(前年同期比53.8％

減)となりました。 

なお、当第２四半期の受注は、ほぼ前年同期水準まで回復いたしましたので、下半期は回復軌道に乗るものと考

えております。 

カスタマーサービス事業 

カスタマーサービス事業では、安定収益源である保守サービスが前年同期比10.1％増と堅調に推移いたしまし

た。しかしながらネットワーク構築サービスの減少やサプライ商品販売の減少により、当中間会計期間の売上高は

11億12百万円(前年同期比0.8％減)となりました。 

その他事業 

アミューズメント業界においては、今後の遊技機への大型投資を控え、設備システムへの投資は抑制されてお

り、当中間会計期間の売上高は４億86百万円（前年同期比8.0％減）となりました。 

(2)キャッシュ・フローの状況 

当中間会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前中間会計期間に比べ２億17百万円

増加し、29億62百万円となりました。 

当中間会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、以下のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果得られた資金は２億50百万円（前年同期は10億28百万円の増加）となりました。主な増加要因は

税引前中間純利益４億83百万円、減価償却費２億21百万円、売上債権の減少５億29百万円であり、主な減少要因は

たな卸資産の増加２億54百万円、仕入債務の減少額１億21百万円、投資有価証券売却益２億10百万円、法人税等の

支払い３億51百万円であります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果使用した資金は２億20百万円（前年同期は２億51百万円の減少）となりました。主な増加要因は

投資有価証券の売却による収入３億25百万円、有価証券の売却による収入99百万円であり、主な減少要因は関係会

社株式の取得による支出３億52百万円、無形固定資産の取得による支出１億17百万円、有形固定資産の取得による

支出91百万円であります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果得られた資金は10百万円（前年同期は90百万円の減少）となりました。これはストック・オプシ

ョンの権利行使に伴う株式発行による収入２億24百万円、配当金の支払い２億13百万円であります。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1)商品仕入実績 

 （注）上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

(2)受注状況 

 （注）上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

(3)販売実績 

 （注）上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

３【対処すべき課題】 

 当中間会計期間において、当社が対処すべき課題について、重要な変更はありません。 

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。 

５【研究開発活動】 

 当中間会計期間において、特記すべき事項はありません。 

項目 
当中間会計期間 

（自2006年４月１日 
至2006年９月30日） 

前年同期比（％） 

ソリューションシステム事業（千円） 631,461 91.2 

ネットワークシステム事業（千円） 338,110 47.6 

カスタマーサービス事業（千円） 36,924 54.6 

その他事業（千円） 301,499 90.7 

合計（千円） 1,307,996 72.5 

項目 

当中間会計期間 
（自2006年４月１日 
至2006年９月30日） 

受注高（千円） 前年同期比(％) 受注残高（千円） 前年同期比(％) 

ソリューションシステム事業 3,664,621 125.8 4,006,093 150.5 

ネットワークシステム事業 672,428 60.1 291,308 125.3 

カスタマーサービス事業 1,215,124 101.7 1,012,514 107.2 

その他事業 491,393 94.5 34,746 71.6 

合計 6,043,568 105.2 5,344,662 137.5 

項目 
当中間会計期間 

（自2006年４月１日 
至2006年９月30日） 

前年同期比（％） 

ソリューションシステム事業（千円） 2,692,395 91.9 

ネットワークシステム事業（千円） 511,039 46.2 

カスタマーサービス事業（千円） 1,112,662 99.2 

その他事業（千円） 486,659 92.0 

合計（千円） 4,802,757 84.4 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

 当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 重要な設備の新設等 

該当事項はありません。  

(2) 重要な設備の除却等  

該当事項はありません。  



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

 旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、つぎのとおりであります。 

《第一回発行分》 2002年６月27日定時株主総会決議 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 110,000,000 

計 110,000,000 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（2006年９月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（2006年12月15日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 29,430,000 29,430,000 
東京証券取引所 

市場第一部 
－ 

計 29,430,000 29,430,000 － － 

 
中間会計期間末現在 
（2006年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（2006年11月30日） 

新株予約権の数（個） 1,806 1,778 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 903,000 889,000 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 124 同左 

新株予約権の行使期間 
自 2004年６月28日 

至 2009年６月27日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格    124 

資本組入額    62 
同左 

新株予約権の行使の条件 

・権利行使時において

も、当社の取締役又は

従業員の地位にあるこ

とを要する。ただし、

取締役の任期満了に伴

う取締役の再任候補に

選ばれない場合の退任

及び従業員の定年退職

の場合はこの限りでは

ない。 

同左 

・新株予約権の質入その

他の処分は認めない。 

同左 

・その他の条件について

は、当社と新株予約権

者との間で締結した

「新株予約権付与（割

当）契約」に定めると

ころによる。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

新株予約権を譲渡するとき

は、当社取締役会の承認を

要する。 

同左 

代用払込みに関する事項 ― ― 



なお、当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端

数は切り上げる。 

また、時価を下回る価額で新株式の発行（ただし、時価発行として行う公募増資並びに新株予約権および新株予約権証券

の行使に伴う株式の発行を除く。）を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数

は切り上げる。 

2005年７月５日開催の取締役会決議により、2005年７月29日（金曜日）最終の株主名簿および実質株主名簿に記載された

株主の所有する普通株式を2005年９月20日付をもって１株を５株に株式分割いたしました。これにより第１回新株予約権

の行使価額は616円から124円、資本組入額は308円から62円となっております。 

《第二回発行分》 2004年６月25日定時株主総会決議 

なお、当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端

数は切り上げる。 

調整後払込金額＝調整前払込金額×
１ 

分割・併合の比率 

 
既発行株式数＋ 

新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後払込金額＝調整前払込金額×
１株当たりの時価 

既発行株式数＋新規発行株式数 

 
中間会計期間末現在 
（2006年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（2006年11月30日） 

新株予約権の数（個） 3,854 3,804 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 1,927,000 1,902,000 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 351 同左 

新株予約権の行使期間 
自 2006年６月26日 

至 2011年６月25日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格    351 

資本組入額   176 
同左 

新株予約権の行使の条件 

・新株予約権の割当を受

けた者（以下「新株予

約権者」という。）

は、権利行使時におい

ても、当社の取締役、

執行役員または従業員

の地位にあることを要

する。ただし、取締役

の任期満了に伴う取締

役の再任候補に選ばれ

ない場合の退任、従業

員の定年退職の場合、

その他取締役会が認め

る正当な理由がある場

合はこの限りではな

い。 

同左 

・新株予約権の質入その

他の処分は認めない。 

同左 

・その他の条件について

は、当社と新株予約権

者との間で締結した

「新株予約権付与（割

当）契約」に定めると

ころによる。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

新株予約権を譲渡するとき

は、当社取締役会の承認を

要する。 

同左 

代用払込みに関する事項 ― ― 



また、時価を下回る価額で新株式の発行（ただし、時価発行として行う公募増資並びに新株予約権および新株予約権証券

の行使に伴う株式の発行を除く。）を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数

は切り上げる。 

2005年７月５日開催の取締役会決議により、2005年７月29日（金曜日）最終の株主名簿および実質株主名簿に記載された

株主の所有する普通株式を2005年９月20日付をもって１株を５株に株式分割いたしました。これにより第２回新株予約権

の行使価額は1,751円から351円、資本組入額は876円から176円となっております。 

（第三回、第四回、第五回発行分の新株予約権について） 

第三回、第四回、第五回発行分の新株予約権「信託型ライツプラン」（敵対的買収に対する防衛対策）は、2006年６月

26日をもって失効いたしました。 

調整後払込金額＝調整前払込金額×
１ 

分割・併合の比率 

 
既発行株式数＋ 

新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後払込金額＝調整前払込金額×
１株当たりの時価 

既発行株式数＋新規発行株式数 



(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

（注）１．第１回新株予約権の行使 

     発行価格     124円 

     資本組入額     62円 

   ２．第２回新株予約権の行使 

     発行価格     351円 

     資本組入額    176円 

(4）【大株主の状況】 

 （注）１．当社は、自己株式1,781千株を保有しておりますが、上記の大株主から除いております。 

２．日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（三井アセット信託銀行再信託分・ブラザー工業株式会社退職

給付信託口）の所有株式は、ブラザー工業株式会社が所有していた当社株式を三井アセット信託銀行株式会

社に信託したものが、日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社に再信託されたもので、議決権はブラザ

ー工業株式会社に留保されております。 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額 
（千円） 

資本金残高 
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

 2006年４月１日～ 

 2006年９月30日 

（注）１,２  

932,500 29,430,000 112,535 1,124,669 112,055 1,221,189 

  2006年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

アイティフォー社員持株会 東京都千代田区一番町21番地 1,695.7 5.76 

日本トラスティ・サービス信

託銀行株式会社（三井アセッ

ト信託銀行再信託分・ブラザ

ー工業株式会社退職給付信託

口） 

東京都中央区晴海１－８－11 1,420.0 4.82 

株式会社横浜銀行 

（常任代理人） 

資産管理サービス信託銀行株

式会社 

神奈川県横浜市西区みなとみらい３－１－１ 

（東京都中央区晴海１－８－12） 
1,175.0 3.99 

村上 光弘 東京都三鷹市 835.0 2.83 

須賀井 孝夫 埼玉県入間市 712.8 2.42 

明治安田生命保険相互会社 

（常任代理人） 

資産管理サービス信託銀行株

式会社 

東京都千代田区丸の内２－１－１ 

（東京都中央区晴海１－８－12） 
650.0 2.20 

イオンクレジットサービス株

式会社 
東京都千代田区神田錦町１－１ 500.0 1.69 

ノムラ インターナショナル 

ホンコン リミテッド 

（常任代理人）野村證券株式

会社 

ROOM 1409-1412 CONNAUGHT CENTER 14TH 

FLOOR.P.O.BOX 793 HONG KONG 

（東京都中央区日本橋１－９－１） 

500.0 1.69 

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町１－２－10 443.9 1.50 

ブラザー工業株式会社 愛知県名古屋市瑞穂区苗代町15－１ 430.0 1.46 

計 － 8,362.4 28.41 



(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注）最高・最低株価は、東京証券取引所第一部におけるものであります。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書提出日までの役員の異動は、ありません。 

  2006年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 1,781,000 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 27,648,100 276,481 － 

単元未満株式 普通株式    900 － － 

発行済株式総数 29,430,000 － － 

総株主の議決権 － 276,481 － 

  2006年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

株式会社アイティフォー 
東京都千代田区一番

町21番地 
1,781,000 － 1,781,000 6.05 

計 － 1,781,000 － 1,781,000 6.05 

月別 2006年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 1,530 1,192 1,055 1,018 825 965 

最低（円） 1,120 890 770 720 721 726 



第５【経理の状況】 

１．中間財務諸表の作成方法について 

 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間（2005年４月１日から2005年９月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づき、

当中間会計期間（2006年４月１日から2006年９月30日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作成して

おります。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間（2005年４月１日から2005年９月30日まで）及

び当中間会計期間（2006年４月１日から2006年９月30日まで）の中間財務諸表について、新日本監査法人により中

間監査を受けております。 

３．中間連結財務諸表について 

 中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則（平成11年大蔵省令第24号）第５条第２項により、当

社では、子会社の資産、売上高等から見て、当企業集団の財政状態及び経営成績に関する合理的な判断を誤らせな

い程度に重要性が乏しいものとして、中間連結財務諸表は作成しておりません。 

 なお、資産基準、売上高基準、利益基準及び利益剰余金基準による割合は次のとおりであります。 

資産基準    0.6％ 

売上高基準   1.3％ 

利益基準    3.3％ 

利益剰余金基準 0.3％ 



【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

  
前中間会計期間末 
（2005年9月30日） 

当中間会計期間末 
（2006年9月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（2006年3月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１ 現金及び預金  2,310,197   1,914,652   1,973,043   

２ 受取手形 ※３ 476,655   412,294   519,685   

３ 売掛金  2,197,327   1,994,225   2,415,900   

４ 有価証券  533,862   1,247,388   1,247,167   

５ たな卸資産  579,457   790,348   535,565   

６ その他  343,280   481,752   425,226   

貸倒引当金  △534   △248   △599   

流動資産合計   6,440,245 67.3  6,840,412 68.4  7,115,990 69.8 

Ⅱ 固定資産           

(1)有形固定資産 ※１          

１ 建物  540,230   502,605   520,314   

２ 工具器具備品  341,273   340,205   341,016   

３ 土地  161,882   161,882   161,882   

４ その他  14,212   3,778   13,670   

有形固定資産合計  1,057,598   1,008,471   1,036,883   

(2)無形固定資産           

１ ソフトウェア  429,429   294,856   337,741   

２ その他  96,214   89,237   67,386   

無形固定資産合計  525,643   384,093   405,128   

(3)投資その他の資産           

１ 投資有価証券  957,733   734,524   1,098,173   

２ その他  592,940   1,040,907   551,468   

貸倒引当金  △7,337   △7,337   △7,337   

投資その他の資産
合計  1,543,336   1,768,094   1,642,303   

固定資産合計   3,126,578 32.7  3,160,660 31.6  3,084,315 30.2 

資産合計   9,566,824 100.0  10,001,072 100.0  10,200,305 100.0 

           
 



  
前中間会計期間末 
（2005年9月30日） 

当中間会計期間末 
（2006年9月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（2006年3月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１ 買掛金  1,770,164   1,622,689   1,744,008   

２ 未払法人税等  241,721   224,394   361,000   

３ 未払消費税等 ※４ 55,730   22,045   81,334   

４ 賞与引当金  330,000   320,000   362,000   

５ 役員賞与引当金   －     15,000     －     

６ その他  627,619   653,440   585,701   

流動負債合計   3,025,236 31.6  2,857,570 28.6  3,134,044 30.7 

Ⅱ 固定負債           

１ 退職給付引当金  209,061   225,067   221,952   

２ 役員退職慰労引当
金  196,445   224,760   209,360   

固定負債合計   405,506 4.3  449,827 4.5  431,312 4.3 

負債合計   3,430,743 35.9  3,307,398 33.1  3,565,357 35.0 

           
 



  
前中間会計期間末 
（2005年9月30日） 

当中間会計期間末 
（2006年9月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（2006年3月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資本の部）           

Ⅰ 資本金   1,012,134 10.6  － －  1,012,134 9.9 

Ⅱ 資本剰余金           

１ 資本準備金  1,109,134   －   1,109,134   

資本剰余金合計   1,109,134 11.6  － －  1,109,134 10.9 

Ⅲ 利益剰余金           

１ 利益準備金  94,356   －   94,356   

２ 任意積立金  3,833,691   －   3,833,691   

３ 中間（当期）未処
分利益  431,064   －   841,149   

利益剰余金合計   4,359,111 45.5  － －  4,769,197 46.7 

Ⅳ その他有価証券評価
差額金   316,553 3.3  － －  405,334 4.0 

Ⅴ 自己株式   △660,852 △6.9  － －  △660,852 △6.5 

資本合計   6,136,081 64.1  － －  6,634,948 65.0 

負債資本合計   9,566,824 100.0  － －  10,200,305 100.0 

（純資産の部）           

Ⅰ 株主資本            

１ 資本金    － －  1,124,669 11.2  － －

２ 資本剰余金            

(1) 資本準備金  －   1,221,189   －   

資本剰余金合計   － －  1,221,189 12.2  － －

３ 利益剰余金            

(1) 利益準備金  －   94,356   －   

(2) その他利益剰余金            

プログラム準備金  －   297   －   

別途積立金  －   4,312,500   －   

繰越利益剰余金  －   389,110   －   

利益剰余金合計    － －  4,796,264 48.0  － －

４ 自己株式    － －  △660,852 △6.6  － －

株主資本合計    － －  6,481,270 64.8  － －

Ⅱ 評価・換算差額等           

１ その他有価証券評
価差額金   － －  211,174 2.1  － －

２ 繰延ヘッジ損益   － －  1,229 0.0  － －

評価・換算差額等合計   － －  212,403 2.1  － －

純資産合計   － －  6,693,674 66.9  － －

負債純資産合計   － －  10,001,072 100.0  － －

          



②【中間損益計算書】 

  
前中間会計期間 

（自 2005年4月1日 
至 2005年9月30日） 

当中間会計期間 
（自 2006年4月1日 
至 2006年9月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 2005年4月1日 
至 2006年3月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高   5,687,953 100.0  4,802,757 100.0  11,631,902 100.0 

Ⅱ 売上原価   3,742,699 65.8  2,994,596 62.4  7,653,347 65.8 

売上総利益   1,945,254 34.2  1,808,160 37.6  3,978,554 34.2 

Ⅲ 販売費及び一般管理
費   1,350,700 23.7  1,311,830 27.3  2,724,441 23.4 

営業利益   594,554 10.5  496,330 10.3  1,254,112 10.8 

Ⅳ 営業外収益 ※１  14,503 0.2  16,240 0.3  76,732 0.6 

Ⅴ 営業外費用 ※２  36,344 0.6  7,356 0.1  69,194 0.6 

経常利益   572,713 10.1  505,214 10.5  1,261,650 10.8 

Ⅵ 特別利益 ※３  － －  210,348 4.4  － － 

Ⅶ 特別損失 ※４  － －  232,299 4.8  － － 

税引前中間（当
期）純利益   572,713 10.1  483,262 10.1  1,261,650 10.8 

法人税、住民税及
び事業税  231,000   214,412   544,092   

法人税等調整額  8,386 239,386 4.2 △11,048 203,364 4.3 △25,855 518,237 4.4 

中間（当期）純利
益   333,327 5.9  279,898 5.8  743,413 6.4 

前期繰越利益   97,736   －   97,736  

中間（当期）未処
分利益   431,064   －   841,149  

           



③【中間株主資本等変動計算書】  

当中間会計期間（自2006年４月１日 至2006年９月30日）  

  

 

株主資本  

資本金  

資本剰余金 利益剰余金  

自己株式  
株主資本 

合計  資本 

準備金  

利益 

準備金 

その他利益剰余金  

 プログラム

準備金 

 別途 

積立金 

繰越利益 

剰余金  

 2006年３月31日 残高 

       （千円） 
1,012,134 1,109,134 94,356 1,191 3,832,500 841,149 △660,852 6,229,613 

中間会計期間中の変動額         

  新株の発行 112,535 112,055           224,590 

  プログラム準備金の取崩

（注） 
      △595   595   － 

  プログラム準備金の取崩

（当中間会計期間分） 
      △297   297   － 

  別途積立金の積立（注）         480,000 △480,000   － 

  剰余金の配当（注）           △213,732   △213,732 

  役員賞与（注）           △39,100   △39,100 

  中間純利益           279,898   279,898 

  株主資本以外の項目の中

間会計期間中の変動額

（純額） 

              － 

 中間会計期間中の変動額合

計     （千円） 
112,535 112,055 － △893 480,000 △452,039 － 251,656 

 2006年９月30日 残高 

      （千円） 
1,124,669 1,221,189 94,356 297 4,312,500 389,110 △660,852 6,481,270 

（注） 2006年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 その他有価証券
評価差額金 

繰延ヘッジ損益
評価・換算差額
等合計 

 2006年３月31日 残高 

       （千円） 
405,334 － 405,334 6,634,948 

 中間会計期間中の変動額     

  新株の発行       224,590 

  プログラム準備金の取崩

（注） 
      － 

  プログラム準備金の取崩

（当中間会計期間分） 
      － 

  別途積立金の積立（注）       － 

  剰余金の配当（注）       △213,732 

  役員賞与（注）       △39,100 

  中間純利益       279,898 

  株主資本以外の項目の中

間会計期間中の変動額

（純額） 

△194,160 1,229 △192,930 △192,930 

 中間会計期間中の変動額 

合計    （千円） 
△194,160 1,229 △192,930 58,726 

 2006年９月30日 残高 

       （千円） 
211,174 1,229 212,403 6,693,674 



④【中間キャッシュ・フロー計算書】 

  
前中間会計期間 

（自 2005年４月１日 
至 2005年９月30日）

当中間会計期間 
（自 2006年４月１日 
至 2006年９月30日）

前事業年度 
（自 2005年４月１日 
至 2006年３月31日）

区分 
注記
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動による 
キャッシュ・フロー 

    

税引前中間（当期）純利益  572,713 483,262 1,261,650 

減価償却費  218,604 221,504 453,810 

賞与引当金の増減額（減
少：△） 

 △13,000 △42,000 19,000 

役員賞与引当金の増減額
（減少：△） 

 － 15,000 － 

退職給付引当金の増減額
（減少：△） 

 10,173 3,115 23,064 

役員退職慰労引当金の増減
額 
（減少：△） 

 12,915 15,400 25,830 

貸倒引当金の増減額（減
少：△） 

 △163 △350 △99 

受取利息及び受取配当金  △7,046 △7,372 △10,546 

支払利息  564 221 1,029 

為替差損益  － △669 △47 

投資有価証券売却益  △342 △210,348 △342 

投資有価証券評価損  7,959 － 7,959 

固定資産売却益  － △651 － 

固定資産除却損  3,502 4,478 5,198 

役員賞与の支払額  △39,100 △39,100 △39,100 

売上債権の増減額（増加：
△） 

 775,129 529,066 513,526 

たな卸資産の増減額（増
加：△） 

 167,235 △254,782 211,127 

仕入債務の増減額（減少：
△） 

 △462,155 △121,319 △488,312 

未払消費税等の増減額（減
少：△） 

 △361 △59,288 25,242 

その他流動資産の増減額
（増加：△） 

 2,959 △33,312 634 

その他流動負債の増減額
（減少：△） 

 86,874 91,812 60,587 

小計  1,336,462 594,665 2,070,213 

利息及び配当金の受取額  7,058 7,338 10,585 

利息の支払額  △564 △221 △1,029 

法人税等の支払額  △314,065 △351,017 △508,445 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

 1,028,890 250,764 1,571,322 

 



  
前中間会計期間 

（自 2005年４月１日 
至 2005年９月30日）

当中間会計期間 
（自 2006年４月１日 
至 2006年９月30日）

前事業年度 
（自 2005年４月１日 
至 2006年３月31日）

区分 
注記
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動による 
キャッシュ・フロー 

    

定期預金の払戻しによる収
入 

 － － 100,000 

有価証券の取得による支出  △99,970 － △399,792 

有価証券の売却による収入  － 99,965 99,970 

有形固定資産の取得による
支出 

 △70,019 △91,054 △166,241 

有形固定資産の売却による
収入 

 － 11,025 － 

無形固定資産の取得による
支出 

 △83,020 △117,923 △97,034 

投資有価証券の取得による
支出 

 △4 △78,400 △4 

関係会社株式の取得による
支出 

 － △352,200 △106,525 

投資有価証券の売却による
収入 

 917 325,032 917 

貸付による支出  － △15,000 △50,000 

貸付金の回収による収入  298 － 596 

その他投資の増減額（増
加：△） 

 91 △2,059 228 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

 △251,708 △220,615 △617,885 

Ⅲ 財務活動による 
キャッシュ・フロー 

    

株式発行による収入  56,364 224,590 56,364 

配当金の支払額  △147,050 △213,732 △147,050 

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

 △90,686 10,858 △90,686 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換
算差額 

 － 669 47 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額
（減少：△） 

 686,495 41,677 862,797 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残
高 

 2,057,576 2,920,374 2,057,576 

Ⅶ 現金及び現金同等物の中間期
末（期末）残高 

※ 2,744,072 2,962,051 2,920,374 

     



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 2005年４月１日 
至 2005年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 2006年４月１日 
至 2006年９月30日） 

前事業年度 
（自 2005年４月１日 
至 2006年３月31日） 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

(1）有価証券 

 満期保有目的の債券 

 償却原価法（定額法）によ

っております。 

(1）有価証券 

 満期保有目的の債券 

同左 

(1）有価証券 

満期保有目的の債券 

同左 

  関連会社株式 

 移動平均法に基づく原価法

によっております。 

 子会社及び関連会社株式 

 移動平均法に基づく原価法

によっております。 

子会社及び関連会社株式 

同左 

   その他有価証券 

 時価のあるもの 

 中間決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差額

は全部資本直入法により処

理し、売却原価は移動平均

法により算定）によってお

ります。 

  その他有価証券 

 時価のあるもの 

 中間決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差額

は全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動平

均法により算定）によって

おります。 

その他有価証券 

時価のあるもの 

  期末決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差額は

全部資本直入法により処理

し、売却原価は移動平均法に

より算定）によっておりま

す。 

 時価のないもの 

 移動平均法に基づく原価

法によっております。 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

 (2) デリバティブ 

 時価法によっております。 

(2) デリバティブ 

同左 

(2) デリバティブ 

同左 

 (3)たな卸資産 

商品・貯蔵品 

 総平均法に基づく原価法

によっております。 

(3)たな卸資産 

商品・貯蔵品 

同左 

(3）たな卸資産 

商品・貯蔵品 

同左 

 仕掛品 

 個別法に基づく原価法に

よっております。 

仕掛品 

同左 

仕掛品 

同左 

２．固定資産の減価償却の方

法 

(1)有形固定資産 

定率法（ただし、平成10年度税

制改正以降取得した建物（附属

設備を除く）については定額

法）によっております。 

なお、取得価額が10万円以上20

万円未満の少額減価償却資産に

ついては、３年間で均等償却を

しております。 

なお、主な耐用年数は以下のと

おりであります。 

 建物     3～50年 

 工具器具備品 2～15年 

(1)有形固定資産 

同左 

(1)有形固定資産 

同左 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 2005年４月１日 
至 2005年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 2006年４月１日 
至 2006年９月30日） 

前事業年度 
（自 2005年４月１日 
至 2006年３月31日） 

 (2)無形固定資産 

定額法によっております。 

なお、取得価額が10万円以上20

万円未満の少額減価償却資産に

ついては、３年間で均等償却を

しております。 

市場販売目的のソフトウェアに

ついては、見込販売期間（3年以

内）における見込販売数量に基

づく償却額と販売可能な残存有

効期間に基づく均等配分額を比

較し、いずれか大きい額を計上

しております。 

また、自社利用目的のソフトウ

ェアについては、社内における

利用可能期間（5年）に基づく定

額法によっております。 

(2)無形固定資産 

同左 

(2)無形固定資産 

同左 

３．引当金の計上基準 (1)貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権について

は、貸倒実績率による計算額

を、貸倒懸念債権等特定の債権

については、個別に回収可能性

を検討し回収不能見込額を計上

しております。 

(1)貸倒引当金 

同左 

(1)貸倒引当金 

同左 

 (2)賞与引当金 

 従業員に対して支給する賞与

の支出に備えるため、支給見込

額基準に基づき計上しておりま

す。 

(2)賞与引当金 

同左 

(2)賞与引当金 

同左 

 (3)役員賞与引当金 

―  

(3)役員賞与引当金 

 役員賞与の支出に備えるた

め、当事業年度における支給見

込額の当中間会計期間負担額を

計上しております。 

(3)役員賞与引当金 

―   

 (4)退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間会計期間末に

おいて発生していると認められ

る額を計上しております。 

数理計算上の差異は、各事業

年度の発生時における従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の

年数（10年）による定額法によ

り按分した額をそれぞれ発生の

翌事業年度から費用処理するこ

ととしております。 

(4)退職給付引当金 

同左 

(4）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき計上しております。 

数理計算上の差異は、各事業

年度の発生時における従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の

年数（10年）による定額法によ

り按分した額をそれぞれ発生の

翌事業年度から費用処理するこ

ととしております。 

 (5)役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支払いに

備えるため、内規に基づき当中

間会計期間末要支給額を計上し

ております。 

(5)役員退職慰労引当金 

同左 

(5)役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支払いに

備えるため、内規に基づき期末

要支給額を計上しております。 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 2005年４月１日 
至 2005年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 2006年４月１日 
至 2006年９月30日） 

前事業年度 
（自 2005年４月１日 
至 2006年３月31日） 

４．外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、中間決

算日の直物為替相場により円貨に

換算し、換算差額は損益として処

理しております。 

 なお、為替予約等の振当処理の

対象となっている外貨建金銭債権

債務については、当該為替予約等

により円貨に換算しております。 

同左 外貨建金銭債権債務は、期末日

の直物為替相場により円貨に換算

し、換算差額は損益として処理し

ております。 

 なお、為替予約等の振当処理の

対象となっている外貨建金銭債権

債務については、当該為替予約等

により円貨に換算しております。 

５．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同左 同左 

６．ヘッジ会計の方法 (1)ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理によっており

ます。 

 なお、為替予約が付されてい

る外貨建金銭債務については、

振当処理を採用しております。 

(1)ヘッジ会計の方法 

同左 

(1)ヘッジ会計の方法 

同左 

 (2)ヘッジ手段とヘッジ対象 (2)ヘッジ手段とヘッジ対象 (2)ヘッジ手段とヘッジ対象 

 ヘッジ手段 ヘッジ対象 

 為替予約……外貨建買掛金 

 外貨建未払金 

 外貨建予定取引

ヘッジ手段 ヘッジ対象 

同左 同左 

ヘッジ手段 ヘッジ対象 

同左 同左 

 (3)ヘッジ方針 

 当社の内部規程である「為替

リスク管理規程」に基づき、為

替変動リスクをヘッジしており

ます。 

(3)ヘッジ方針 

同左 

(3)ヘッジ方針 

同左 

 (4)ヘッジ有効性評価の方法 

 ヘッジ手段の変動額の累計額

とヘッジ対象の変動額の累計額

を比較して有効性の判定を行っ

ております。 

(4)ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

(4)ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

７．中間キャッシュ・フロー

計算書（キャッシュ・フロ

ー計算書）における資金の

範囲 

 中間キャッシュ・フロー計算書

における資金（現金及び現金同等

物）は、手許現金、随時引き出し

可能な預金及び容易に換金可能で

あり、かつ、価値の変動について

僅少なリスクしか負わない取得日

から３ヶ月以内に償還期限の到来

する短期投資からなっておりま

す。 

同左 キャッシュ・フロー計算書にお

ける資金（現金及び現金同等物）

は、手許現金、随時引き出し可能

な預金及び容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動について僅

少なリスクしか負わない取得日か

ら３ヶ月以内に償還期限の到来す

る短期投資からなっております。 

８．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基本

となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計

処理は、税抜方式を採用してお

ります。 

消費税等の会計処理 

同左 

(1)消費税等の会計処理 

同左 



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項の変更 

追加情報 

前中間会計期間 

（自 2005年４月１日 

至 2005年９月30日） 

当中間会計期間 

（自 2006年４月１日 

至 2006年９月30日） 

前事業年度 

（自 2005年４月１日 

至 2006年３月31日） 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間会計期間より、固定資産の減損に係

る会計基準（「固定資産の減損に係る会計基

準の設定に関する意見書」（企業会計審議会 

平成14年８月９日））及び「固定資産の減損

に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第６号 平成15年10月31日）を適用

しております。これによる損益に与える影響

はありません。 

───── （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当事業年度より、固定資産の減損に係る会

計基準（「固定資産の減損に係る会計基準の

設定に関する意見書」（企業会計審議会 平

成14年８月９日））及び「固定資産の減損に

係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適

用指針第６号 平成15年10月31日）を適用し

ております。これによる損益に与える影響は

ありません。 

───── （役員賞与に関する会計基準）  

 当中間会計期間より、「役員賞与に関する

会計基準」（企業会計基準第４号 平成17年

11月29日）を適用しております。 

 これにより営業利益、経常利益及び税引前

中間純利益は、それぞれ15,000千円減少して

おります。  

───── 

───── （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準）  

当中間会計期間より、「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準」（企業会計

基準第５号 平成17年12月９日）及び「貸借

対照表の純資産の部の表示に関する会計基準

等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８

号 平成17年12月９日）を適用しておりま

す。 

 これまでの資本の部の合計に相当する金額

は6,692,444千円であります。 

 なお、当中間会計期間における中間貸借対

照表の純資産の部については、中間財務諸表

等規則の改正に伴い、改正後の中間財務諸表

等規則により作成しております。  

───── 

前中間会計期間 

（自 2005年４月１日 

至 2005年９月30日） 

当中間会計期間 

（自 2006年４月１日 

至 2006年９月30日） 

前事業年度 

（自 2005年４月１日 

至 2006年３月31日） 

───── ───── （厚生年金基金の解散） 

   当社の加入する日本情報機器厚生年金基金

は2006年３月27日付で厚生労働省より解散認

可を受け、同日をもって解散し、清算手続き

を開始いたしました。解散により代行部分に

つきましては企業年金連合会へ返上し、残余

財産につきましては加入者等へ全額分配され

る予定となっております。なお、これによる

損益に与える影響はありません。 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

（中間損益計算書関係） 

項目 
前中間会計期間末 
（2005年９月30日） 

当中間会計期間末 
（2006年９月30日） 

前事業年度末 
（2006年３月31日） 

※１ 有形固定資産の減価

償却累計額 

1,683,321千円 1,579,717千円          1,760,024千円 

 ２ 特定融資枠契約（コ

ミットメントライ

ン） 

 当社においては、運転資金の効

率的な調達を行うため、取引銀行

７行とコミットメントライン（特

定融資枠契約）を締結しておりま

す。この契約に基づく当中間会計

期間末の借入未実行残高は次のと

おりであります。 

 当社においては、運転資金の効

率的な調達を行うため、取引銀行

６行とコミットメントライン（特

定融資枠契約）を締結しておりま

す。この契約に基づく当中間会計

期間末の借入未実行残高は次のと

おりであります。 

 当社においては、運転資金の効

率的な調達を行うため、取引銀行

６行とコミットメントライン（特

定融資枠契約）を締結しておりま

す。この契約に基づく当事業年度

末の借入未実行残高は次のとおり

であります。 

 コミットメント

ラインの総額 
2,000,000千円

借入実行残高 －千円

差引額 2,000,000千円

コミットメント

ラインの総額 
 2,000,000千円

借入実行残高 －千円

差引額  2,000,000千円

コミットメント

ラインの総額 
2,000,000千円

借入実行残高 －千円

差引額 2,000,000千円

※３ 中間会計期間末日満

期手形の処理 

─────  期末日満期手形の会計処理につ

いては、満期日に決済が行われた

ものとして処理しております。な

お、中間会計期間末日が金融機関

の休日であったため、次の中間会

計期間末日満期手形が中間会計期

間末残高より除かれております。 

───── 

  受取手形 4,023千円  

※４ 消費税等の取扱い  仮払消費税等及び仮受消費税等

は相殺のうえ、未払消費税等とし

て表示しております。 

同左 ───── 

項目 
前中間会計期間 

（自 2005年４月１日 
至 2005年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 2006年４月１日 
至 2006年９月30日） 

前事業年度 
（自 2005年４月１日 
至 2006年３月31日） 

※１ 営業外収益の主要項

目 

受取利息 999千円 受取利息 661千円 受取利息 2,273千円

※２ 営業外費用の主要項

目 

支払利息 564千円 支払利息 221千円 支払利息 1,029千円

※３ 特別利益の主要項目 ― 投資有価証券売

却益 

210,348千円 ― 

※４ 特別損失の主要項目 ― 契約解除損（注） 232,299千円

（注）取引先との契約解除に伴う

損失であります。 

― 

 ５ 減価償却実施額 有形固定資産 87,121千円

無形固定資産 130,983千円

有形固定資産 81,769千円

無形固定資産 138,958千円

有形固定資産 187,297千円

無形固定資産 265,512千円



  （中間株主資本等変動計算書関係） 

当中間会計期間（自 2006年４月１日 至 2006年９月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）普通株式の株式数の増加932,500株は、新株予約権の行使による増加であります。 

  

 ２．配当に関する事項 

（１）配当金支払額 

（２）基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間会計期間末後となるもの 

    該当事項はありません。 

  

（中間キャッシュ・フロー計算書関係） 

  
前事業年度末株式数

（株） 

当中間会計期間増加

株式数（株） 

当中間会計期間減少

株式数（株） 

当中間会計期間末 

株式数（株） 

 発行済株式     

   普通株式（注） 28,497,500 932,500  － 29,430,000 

合計 28,497,500 932,500  － 29,430,000 

 自己株式         

   普通株式  1,781,000  －  － 1,781,000 

合計 1,781,000  －  － 1,781,000 

（決議） 

株式の種類 
配当金の総額 

（千円） 

１株当たり 

配当額 

（円） 

基準日 効力発生日 

2006年６月23日 

定時株主総会 
普通株式 213,732 8.00  2006年３月31日  2006年６月23日 

前中間会計期間 
（自 2005年４月１日 
至 2005年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 2006年４月１日 
至 2006年９月30日） 

前事業年度 
（自 2005年４月１日 
至 2006年３月31日） 

※ 現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係 

※ 現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係 

※ 現金及び現金同等物の期末残高

と貸借対照表に掲記されている

科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 2,310,197千円

有価証券勘定 533,862千円

計 2,844,060千円

預入期間が３ヶ月を超え

る定期預金 
－千円

償還期間が３ヶ月を超え

る債券等 
△99,987千円

現金及び現金同等物 2,744,072千円

現金及び預金勘定  1,914,652千円

有価証券勘定 1,247,388千円

計 3,162,040千円

預入期間が３ヶ月を超え

る定期預金 
－千円

償還期間が３ヶ月を超え

る債券等 
△199,988千円

現金及び現金同等物 2,962,051千円

現金及び預金勘定  1,973,043千円

有価証券勘定 1,247,167千円

計   3,220,211千円

預入期間が３ヶ月を超え

る定期預金 
－千円

償還期間が３ヶ月を超え

る債券等 
△299,836千円

現金及び現金同等物 2,920,374千円



（リース取引関係） 

前中間会計期間 
（自 2005年４月１日 
至 2005年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 2006年４月１日 
至 2006年９月30日） 

前事業年度 
（自 2005年４月１日 
至 2006年３月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

貸手側 貸手側 貸手側 

① 固定資産に含まれているリー

ス物件の取得価額、減価償却

累計額、減損損失累計額及び

中間期末残高 

① 固定資産に含まれているリー

ス物件の取得価額、減価償却

累計額、減損損失累計額及び

中間期末残高 

① 固定資産に含まれているリー

ス物件の取得価額、減価償却

累計額、減損損失累計額及び

期末残高 

 賃貸用資産 

取得価額 207,470千円

減価償却累計額 197,096千円

中間期末残高 10,373千円

 賃貸用資産 

取得価額       －千円

減価償却累計額      －千円

中間期末残高   －千円

 賃貸用資産 

取得価額 207,470千円

減価償却累計額 197,096千円

期末残高 10,373千円

② 未経過リース料中間期末残高

相当額 

② 未経過リース料中間期末残高

相当額 

② 未経過リース料期末残高相当

額 

１年以内 11,702千円

１年超 －千円

合計 11,702千円

１年以内  －千円

１年超  －千円

合計  －千円

１年以内 3,810千円

１年超  －千円

合計  3,810千円

③ 受取リース料、減価償却費及

び受取利息相当額 

③ 受取リース料、減価償却費及

び受取利息相当額 

③ 受取リース料、減価償却費及

び受取利息相当額 

受取リース料 8,361千円

減価償却費 －千円

受取利息相当額 568千円

受取リース料 4,180千円

減価償却費 －千円

受取利息相当額 370千円

受取リース料 16,723千円

減価償却費 －千円

受取利息相当額  1,038千円

④ 利息相当額の算定方法は、リ

ース料総額と見積残存価額の

合計額からリース物件の購入

価額を控除した額を利息相当

額とし、各期への配分方法に

ついては、利息法によってお

ります。 

④     同左 ④     同左 

（減損損失について） 

リース資産に配分された減損損失

はありません。 

（減損損失について） 

リース資産に配分された減損損失

はありません。 

（減損損失について） 

リース資産に配分された減損損失

はありません。 



（有価証券関係） 

前中間会計期間末（2005年９月30日） 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

 該当事項はありません。 

２．その他有価証券で時価のあるもの 

 （注） 当中間会計期間において、その他有価証券で時価のあるものについて7,236千円減損処理を行っております。 

なお、その他有価証券で時価のあるもののうち、当該有価証券の時価が取得原価に比べて著しく下落したもの

については、原則として時価が取得原価まで回復する見込みがないものとみなして、当該時価をもって貸借対

照表価額とし、評価差額を当会計年度の損失として処理（以下、「減損処理」という。）しております。ま

た、時価が「著しく下落した」と判断するための基準を定めており、その概要は原則として以下の通りであり

ます。 

・ 時価が取得原価の50％以上下落したもの。 

・ 時価が取得原価の30％超50％未満下落したもので、かつ市場価格が一定水準以下で推移している等の条件

を満たすもの。 

３．時価評価されていない主な有価証券の内容 

当中間会計期間末（2006年９月30日） 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

 該当事項はありません。 

２．その他有価証券で時価のあるもの 

（注） その他有価証券で時価のあるもののうち、当該有価証券の時価が取得原価に比べて著しく下落したものについ

ては、原則として時価が取得原価まで回復する見込みがないものとみなして、当該時価をもって貸借対照表価額

とし、評価差額を当会計年度の損失として処理（以下、「減損処理」という。）しております。また、時価が

「著しく下落した」と判断するための基準を定めており、その概要は原則として以下の通りであります。 

・ 時価が取得原価の50％以上下落したもの。 

・ 時価が取得原価の30％超50％未満下落したもので、かつ市場価格が一定水準以下で推移している等の条件

を満たすもの。 

 
取得原価 
（千円） 

中間貸借対照表計上額 
（千円） 

差額 
（千円） 

株式 291,766 802,098 510,331 

合計 291,766 802,098 510,331 

 中間貸借対照表計上額（千円） 

(1）満期保有目的の債券  

コマーシャル・ペーパー 99,987 

(2)その他有価証券  

マネー・マネジメント・ファンド 433,875 

非上場株式 146,384 

 
取得原価 
（千円） 

中間貸借対照表計上額 
（千円） 

差額 
（千円） 

株式 205,483 518,514 313,031 

合計 205,483 518,514 313,031 



３．時価評価されていない主な有価証券の内容 

前事業年度末（2006年３月31日） 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

 該当事項はありません。 

２．その他有価証券で時価のあるもの 

 （注） 当事業年度において、その他有価証券で時価のあるものについて7,236千円減損処理を行っております。 

     なお、その他有価証券で時価のあるもののうち、当該有価証券の時価が取得原価に比べて著しく下落したもの

については、原則として時価が取得原価まで回復する見込みがないものとみなして、当該時価をもって貸借対

照表価額とし、評価差額を当会計年度の損失として処理（以下、「減損処理」という。）しております。ま

た、時価が「著しく下落した」と判断するための基準を定めており、その概要は原則として以下の通りであり

ます。 

・ 時価が取得原価の50％以上下落したもの。 

・ 時価が取得原価の30％超50％未満下落したもので、かつ市場価格が一定水準以下で推移している等の条件

を満たすもの。 

３．時価評価されていない主な有価証券の内容 

 中間貸借対照表計上額（千円） 

(1）満期保有目的の債券  

コマーシャル・ペーパー 699,728 

政府短期証券 99,957 

(2)その他有価証券  

マネー・マネジメント・ファンド 447,702 

非上場株式 216,009 

 
取得原価 
（千円） 

貸借対照表計上額 
（千円） 

差額 
（千円） 

株式 291,766 938,163 646,397 

合計 291,766 938,163 646,397 

 貸借対照表計上額（千円） 

(1）満期保有目的の債券  

コマーシャル・ペーパー 799,743 

(2)その他有価証券  

マネー・マネジメント・ファンド 447,424 

非上場株式 160,009 



（デリバティブ取引関係） 

前中間会計期間（自 2005年４月１日 至 2005年９月30日）、当中間会計期間（自 2006年４月１日 至 

2006年９月30日）及び前事業年度（自 2005年４月１日 至 2006年３月31日） 

 ヘッジ会計を適用しておりますので、注記すべき事項はありません。 

（ストック・オプション等関係） 

当中間会計期間（自 2006年４月１日 至 2006年９月30日） 

ストック・オプションの内容及び規模 

 当中間会計期間において付与したストック・オプションはありません。 

（持分法損益等） 

前中間会計期間（自 2005年４月１日 至 2005年９月30日）、当中間会計期間（自 2006年４月１日 至 

2006年９月30日）及び前事業年度（自 2005年４月１日 至 2006年３月31日） 

 関連会社が４社ありますが、損益等からみて重要性の乏しい関連会社のみであるため、当該各項目の記載を省

略しております。 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎

は、以下のとおりであります。 

前中間会計期間 
（自 2005年４月１日 
至 2005年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 2006年４月１日 
至 2006年９月30日） 

前事業年度 
（自 2005年４月１日 
至 2006年３月31日） 

１株当たり純資産額(円) 229.67

１株当たり中間純利益金

額（円） 
12.57

１株当たり純資産額(円) 242.09

１株当たり中間純利益金

額（円） 
10.32

１株当たり純資産額(円) 246.88

１株当たり当期純利益金

額（円） 
26.47

潜在株式調整後１株当た

り中間純利益金額(円) 

11.70 潜在株式調整後１株当た

り中間純利益金額(円) 

9.47 潜在株式調整後１株当た

り当期純利益金額(円) 

24.22

 当社は、2005年９月20日付で株式１

株につき５株の株式分割を行っており

ます。 

なお、当該株式分割が前期首に行われ

たと仮定した場合の１株当たり情報に

ついては、それぞれ以下のとおりとな

ります。 

前中間会計期間 前事業年度 

１株当たり純資産
額 

207.51円 
１株当たり中間純
利益金額 

9.30円 
潜在株式調整後１
株当たり中間純利
益金額 

8.82円 

１株当たり純資産
額 

220.83円 
１株当たり当期純
利益金額 

21.74円 
潜在株式調整後１
株当たり当期純利
益金額 

20.71円 

  当社は、2005年９月20日付で株式１

株につき５株の株式分割を行っており

ます。 

なお、当該株式分割が前期首に行われ

たと仮定した場合の前事業年度におけ

る１株当たり情報については、以下の

とおりとなります。 

  

  

１株当たり純資産額(円) 220.83

１株当たり当期純利益金

額（円） 
21.74

潜在株式調整後１株当た

り当期純利益金額(円) 

20.71

 
前中間会計期間 

(自 2005年４月１日 
至 2005年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 2006年４月１日 
至 2006年９月30日) 

前事業年度 
(自 2005年４月１日 
至 2006年３月31日) 

１株当たり中間（当期）純利益金額    

中間（当期）純利益（千円） 333,327 279,898 743,413 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － 39,100 

（うち利益処分による役員賞与金） (－) (－) (39,100) 

普通株式に係る中間（当期）純利益

（千円） 
333,327 279,898 704,313 

期中平均株式数（千株） 26,520 27,116 26,610 

潜在株式調整後１株当たり中間（当

期）純利益金額 
   

普通株式増加数（千株） 1,964 2,454 2,469 

（うち新株予約権） (1,964) (2,454) (2,469) 

希薄化効果を有しないため、潜在株

式調整後１株当たり中間（当期）純

利益金額の算定に含めなかった潜在

株式の概要 

第三・四・五回新株予

約権（株式の数56,995

千株）。なお、これら

の概要は「第４提出会

社の状況、１株式等の

状況、(2）新株予約権

等の状況」に記載のと

おりであります。 

 ───── 第三・四・五回新株予

約権（株式の数56,995

千株）。なお、これら

の概要は「第４提出会

社の状況、１株式等の

状況、(2）新株予約権

等の状況」に記載のと

おりであります。 

  



（重要な後発事象） 

前中間会計期間（自 2005年４月１日 至 2005年９月30日） 

該当事項はありません。 

当中間会計期間（自 2006年４月１日 至 2006年９月30日） 

該当事項はありません。 

前事業年度（自 2005年４月１日 至 2006年３月31日） 

 2006年６月23日開催の定時株主総会におきまして、当社の企業価値および株主共同の利益を確保するために、

以下の要領により当社株式の大規模買付行為への対応策（以下「本プラン」といいます。）の導入につき、承認

を得た為、総会終結後に開催された取締役会におきまして、本プランの発効を決議いたしました。 

１．本プランを必要とする理由 

 当社はシステムインテグレーターとして、セキュアなシステムを希望するお客様から長期的かつ安定した信頼

を得てシステムの納入を行ってきており、またこのような開発・販売を支えるのは、優秀な技術者である社員で

あります。昨今の動きとして、新たな法制度の整備や企業構造・文化の変化等を背景として対象となる会社の構

造や特色に留意せず、経営陣と十分な協議や合意を得ることなく、突然大量の株式買付けを強行するといった動

きも顕在化してきております。もちろん大量の株式買付け行為そのものを全て否定するものではなく、会社の企

業価値・株主共同の利益を向上させる行為であれば、その判断は最終的には株主の皆様の全体の意思に基づいて

決められるものであると考えております。 

 しかし、大量の買付行為の中には、その目的等からして企業価値・株主共同の利益に明白な侵害を与えるもの

や株主の皆様に売却を事実上強要するもの、当社の取締役会が代替案を提案するための十分な時間や情報を提供

しないもの、株主の皆様に十分な検討を行うに足りる時間や情報を提供しないもの、当社が買付者の提示した条

件よりも有利な条件をもたらすために買付者との交渉を必要とするものなど、当社の企業価値・株主共同の利益

に資さないものも少なくありません。 

 このような当社に対する濫用的な買収によって当社の企業価値が毀損されることがあれば、当社の強みである

優秀な技術者の流出が懸念されるのみならず、当社のシステムを採用していただいているお客様からの信頼を失

い、当社の企業価値、ひいては株主共同の利益が大きく損なわれるおそれがあります。 

 こうした事情に鑑み、濫用的な買収者が現れた場合、上述したような不適切な大量買付行為を未然に防止する

ため、株主の皆様が判断するための必要な情報や時間を確保したり、株主の皆様のために交渉すること等により

当社の企業価値ひいては株主共同の利益に反する買付行為を抑止するための枠組みが必要不可欠と判断いたしま

した。 

 なお、当社取締役会の恣意的判断を排除するため、当該買付行為が長期的視点から当社の企業価値を毀損する

ものであるかどうかの検討は、中立的な第三者委員会に依頼するものとします。 

２．本プランの内容 

(1）本プランの概要 

① 本プランの発動手続の設定 

(ア）本プランは、まず、当社の企業価値・株主共同の利益を確保・向上させ、濫用的買収を防止することを

目的として、当社株式に対する買付が行われる場合に、買付者または買付提案者（以下、併せて「買付

者等」といいます。）に対し、事前に当該買付に関する所定の情報の提供を求め、第三者委員会が当該

買付についての情報収集、検討等を行う期間を確保し、必要があれば当社代表取締役等を通じて買付者

等との交渉を行うなどの手続を定めています。 

また、当社取締役会は、敵対的性質が存する者からの濫用的買収を防止するための事前の防衛策とし

て、停止条件付一部取得条項付差別的行使条件付新株予約権無償割当て（以下「対抗措置」といいま

す。）を決議いたします。 

 なお、上記にいう「濫用的買収」は、次のいずれかに該当するものを意味します。 

ⅰ 買付等が誠実に会社経営に参加することを目的としていないこと（専ら株価をつり上げ、高値で株

式を当社又は当社関係者に買い取らせることを目的としている場合を含む。） 

ⅱ 当社を一時的に支配して、当社の重要な従業員や資産、ノウハウ等を買付者等又はその関係者に移

転させる等、当社の犠牲の下に買付者等の利益を図ることを目的としていること 

ⅲ 当社の資産等を当該買付者等又はその関係者の債務の担保や弁済原資として流用することを目的と

していること 

ⅳ 当社の経営を一時的に支配して、当社の事業に当面関係していない高額な資産等を処分させ、その

利益をもって一時的な高配当をさせるか、一時的な高配当による株価上昇の機会を狙って売り抜け

ることを目的としていること 

ⅴ 買付の提案が、当社取締役会において買付提案の適否と対案を検討することの可能な時間的余裕を

与えていないこと 

ⅵ 買付者等が本プランに定める事項を履行した場合であっても、買付案、買付価額等の合理性につい

て株主に誤解を与えるおそれがあること 

ⅶ 買付の提案が、株主に対して冷静に株式売却を検討することができるように配慮されておらず、株

主に対して当社株式の売り急ぎを強要するおそれがあること 

ⅷ 買付の提案の内容が不適切であるため、当社における企業価値の源泉である当社と顧客との長期的

な信頼関係および当社の優秀な技術者の雇用の維持を阻害するおそれがあり、当社の長期的な企業

価値を損なうものであること 



ⅸ 買付者等が、買付内容の検討に必要な情報が含まれた買付提案書を提出せず、または第三者委員会

の求めに応じた追加情報を提出しないなど本プランに定める事項を履行していないこと 

  また、上記にいう「敵対的性質が存する者」とは、濫用的買収を行う買付者等のうち、次の各条件の

いずれかに当たる場合を除いた者を意味します。 

Ⅰ 当社の子会社（財務諸表等の用語、様式および作成方法に関する規則第８条第３項に定義され

る。）、関連会社（財務諸表等の用語、様式および作成方法に関する規則第８条第５項に定義され

る。） 

Ⅱ 不注意で、または当社を支配する意図がないのに特定株式保有者となった者と第三者委員会が認め

た者で、かつ、特定株式保有者となった後10日以内（ただし、当社取締役会はこの期間を延長でき

る。）にその保有する株券等を処分等することにより特定株式保有者ではなくなった者 

Ⅲ 当社による自己株式の取得その他の理由により、自己の意思によることなく、当社の特定株式保有

者になった者である旨第三者委員会が認めた者（ただし、その後自己の意思により当社の株券等を

新たに取得した場合を除く。） 

Ⅳ 当社の特定株式保有者となったとしても当社の企業価値または株主共同の利益との関係で、対抗措

置をとることが相当でないと第三者委員会が認めた者 

(イ）停止条件付一部取得条項付差別的行使条件付新株予約権無償割当ての概要は次のとおりであります。 

(a）停止条件とは 

㋐ ある者が、特定株式保有者（注）に該当したとして該当者から公表がなされた日もしくは当社取締役

会がこれを認めて公表した日のいずれか早い方から10日の期間内（ただし、取締役会が延期すること

ができます。）に、当社取締役会が対抗措置をとることが適切であると判断し、その旨を公表するこ

と 

または、 

㋑ 当社が発行者である株券等（証券取引法第27条の２第１項に規定する株券等をいいます。）につい

て、買付等の後にその者が特定株式保有者となるような公開買付の公告を行った場合には、当該公告

の日から10日の期間内（ただし、取締役会が延期することができます。）に、当社取締役会が対抗措

置をとることが適切であると判断し、その旨を公表すること 

をいいます。なお、当社取締役会は、その者が敵対的性質が存する者であるか否かに関する第三者委員

会による判断を最大限に尊重して、上記対抗措置をとることが適切であるか否かの判断を行うものとし

ます。 

（注）「特定株式保有者」とは、当社の株券等の保有者、公開買付者または当該保有者かつ公開買付者

である者であって、(a）当該保有者が保有する当社の株券等と当該保有者の共同保有者が保有す

る当社の株券等にかかる株券等保有割合の合計、(b）当該公開買付者が保有しもしくは保有する

こととなった当社の株券等と当該公開買付者の特別関係者が保有する当社の株券等にかかる株券

等保有割合の合計、(c）当該保有者かつ公開買付者である者が保有しもしくは保有することとな

った当社の株券等と当該保有者かつ公開買付者である者の共同保有者及び当該保有者かつ公開買

付者である者の特別関係者が保有する当社の株券等保有割合の合計、のいずれかが20％超に相当

する者をいう。 

(b）新株予約権無償割当てと差別的行使条件とは 

新株予約権無償割当てとは、上記停止条件が成就した場合に、当社取締役会が別途定める一定の日にお

ける株主の皆様に対して、新たに申込みや払込みをしていただくことなく、当社の新株予約権を割当て

ることをいいます。本新株予約権には、特定株式保有者等に該当する者には、本新株予約権の権利行使

は認められないとの差別的行使条件を付すものとします。 

(c）一部取得条項付とは 

特定株式保有者等に該当する者を除く新株予約権者の新株予約権を、同新株予約権１個について当社普

通株式１株を交付することにより、当社が取得するとの条項を付すことをいいます。 

この場合、新株予約権者は、行使価格相当の金銭を払い込む必要はありません。 

② 停止条件付一部取得条項付差別的行使条件付新株予約権無償割当てと第三者委員会の利用 

買付者等が本プランにおいて定められた手続に従うことなく買付を行う等、買付者等による買付またはそ

の提案（以下、併せて「買付等」といいます。）が当社の企業価値・株主共同の利益を毀損するおそれが

あると認められる場合（その詳細につきましては前記２．(1）①(ア）「濫用的買収」をご参照くださ

い。）には、当社は、当該買付者等による権利行使は認められないとの行使条件が付された新株予約権

（その詳細につきましては別添２「本プランに係る新株予約権無償割当要綱」をご参照ください。以下

「本新株予約権」といいます。）を、その時点の当社を除く全ての株主の皆様に対して会社法第277条に

基づき無償で割当てます。 

なお、本新株予約権無償割当ては、停止条件が成就することによりその効力が生ずることになっています

が、その停止条件を成就させるか否か等の判断につきましては、当社取締役会が行います。ただし、その

恣意的判断を排除するため、第三者委員会細則（その概要につきましては別添１をご参照ください。）に

従い、当社経営陣から独立した者のみから構成される第三者委員会の勧告を最大限に尊重して判断を行う

ものとします。 

③ 本新株予約権の当社による取得 

本プランに従って、本新株予約権無償割当てが実施された場合には、当社による買付者等以外の株主の皆

様からの本新株予約権取得と当社普通株式の交付により、当該買付者等の有する当社株式の議決権割合が

実施前と比較して希釈化される可能性があります。 

(2）本プランの発動にかかる手続 



① 対象となる買付等 

本プランにおいては、以下に該当する買付等がなされたときに、その対象となります。 

当社の株券等の保有者、公開買付者または当該保有者かつ公開買付者である者であって、 

(a）当該保有者が保有する当社の株券等および当該保有者の共同保有者が保有する当社の株券等に係る株

券等保有割合の合計 

(b）当該公開買付者が保有しもしくは保有することとなる当社の株券等および当該公開買付者の特別関係

者が保有する当社の株券等に係る株券等保有割合の合計 

(c）当該保有者かつ公開買付者である者が保有しもしくは保有することとなる当社の株券等および当該保

有者かつ公開買付者である者の共同保有者ならびに当該保有者かつ公開買付者である者の特別関係者

が保有する当社の株券等にかかる株券等保有割合の合計 

のいずれかが、20％を超える者による買付等、または超えると当社取締役会が認める者による買付等 

② 買付者等に対する情報提供の要求 

上記①に定める買付等を行う買付者等は、当社取締役会が別段の定めをした場合を除き、買付の実行に先

立ち、当社に対して以下の各号に定める買付者等の買付内容の検討に必要な情報（以下「本必要情報」と

いいます。）を含む買付提案を記載した書面（以下「買付提案書」といいます。）を提出していただきま

す。 

第三者委員会は、当該買付提案書の記載内容が本必要情報として不十分であると判断した場合には、買付

者等に対し、適宜回答期限を定めた上、自らまたは当社取締役会を通して本必要情報を追加的に提出する

よう求めることがあります。この場合、買付者においては、当該期限までに、本必要情報を追加的に提出

していただきます。 

ｉ 買付者等およびそのグループ（共同保有者、特別関係者および（ファンドの場合は）組合員その他の

構成員を含む。）の詳細（具体的名称、資本構成、財務内容等を含む。） 

ⅱ 買付の目的、方法および内容（買付対価の価額・種類、買付の時期、関連する取引の仕組み、買付方

法の適法性、買付実行の蓋然性等を含む。） 

ⅲ 買付価格の算定根拠（算定の前提となる事実・仮定、算定方法、算定に用いた数値情報ならびに買付

に係る一連の取引により生じることが予想されるシナジーの額およびその算定根拠等を含む。） 

ⅳ 買付資金の裏付け（買付資金の提供者（実質提供者を含む。）の具体的名称、調達方法、関連する取

引の内容を含む。） 

ⅴ 買付後の当社グループの経営方針、事業計画、資本政策および配当政策、買付後における当社の従業

員、取引先、顧客その他の当社に係る利害関係者の処遇方針 

ⅵ その他第三者委員会が合理的に必要と判断する情報 

 なお、第三者委員会は、買付者等が本プランに定められた手続に従うことなく買付を開始したものと

認められる場合には、引き続き買付提案書および本必要情報の提出を求めて買付者等と協議・交渉等

を行うべき特段の事情がある場合を除き、原則として、下記③に記載のとおり、当社取締役会に対し

て、本新株予約権無償割当ての実施を勧告します。 

③ 第三者委員会の検討手続 

第三者委員会は、買付者等から提出された買付提案書ならびに第三者委員会が追加提出を求めた本必要情

報が提出された場合、当社取締役会に対しても、第三者委員会が定める期間内に買付者等の買付内容に対

する意見およびその根拠資料、代替案その他第三者委員会が適宜必要と認める情報・資料を提示するよう

要求することができます。 

第三者委員会は、買付者等から最初に情報・資料を受領した後、原則として対価を現金（円貨）のみとす

る公開買付による当社株式の買付の場合は60日以内、またはその他の方法による買付提案の場合には90日

以内（以下「第三者委員会検討期間」といいます。）で、買付者等の買付内容の検討、当社取締役会によ

る代替案の検討、買付者と当社取締役会の事業計画等に関する情報収集・比較検討等を行います。 

また、第三者委員会は、必要があれば当社代表取締役等を通じて、当該買付者等と交渉することなどによ

り、当該買収提案が当社の利益のために改善されるよう努め、中立・公平な観点から慎重に検討を行いま

す。 

更に、第三者委員会は、上記の検討手続を経て、第三者委員会細則（その概要につきましては別添１をご

参照ください。）の判断基準（上記２(1）①(ア）に記載のとおり。）に従い、当該買付提案が濫用的買

収に該当するか否か、および当該買付者等が敵対的性質が存する者であるか否かを審議・決議し、第三者

委員会検討期間内に当社取締役会に勧告します。 

④ 新株予約権無償割当ての内容 

対抗措置としての新株予約権無償割当ての内容は、別添２「本プランに係る新株予約権無償割当要綱」に

記載のとおりです。 

(3）対抗措置発動後の中止について 

本新株予約権無償割当ての停止条件が成就した後、割当対象株主が確定する日までの間に、買付者の買付

行為の中止または買付内容の変更等がなされたことにより、当該買付者に敵対的性質が存しないと当社取

締役会が認めるに至った場合には、当社取締役会は本新株予約権無償割当ての決議を取り消し、対抗措置

の発動を中止することができるものとします。 

３．本プランの合理性 

本プランは、経済産業省および法務省が平成17年５月27日に発表した「企業価値・株主共同の利益の確保又

は向上のための買収防衛策に関する指針」に定める三原則、すなわち、①企業価値・株主共同の利益の確

保・向上の原則、②事前開示・株主意思の原則、③必要性・相当性の原則を完全に充足しています。 



４．株主の皆様への影響 

(1）本プランの導入時に株主の皆様に与える影響 

本プランの導入時点においては、本新株予約権無償割当て自体は行われませんので、株主および投資家の

皆様の権利、利益に直接的な影響が生じることはありません。 

(2）本新株予約権無償割当て実施により株主の皆様に与える影響 

当社取締役会が本新株予約権無償割当てに際して別途設定する割当期日における株主の皆様に対し、その

保有する株式１株につき２個の割合で、本新株予約権が無償で割当てられますので、株式の希釈化は生じ

ません。 

当社は、買付者等以外の株主の皆様の本新株予約権を取得する手続を取り、その旨該当する株主の皆様に

通知いたします。株主の皆様は、金銭等を払い込むことなく、当社による本新株予約権の取得の対価とし

て当社普通株式を受領されることになります。 

５．本プランの有効期限 

本プランの有効期限は、2007年６月の定時株主総会終結後に開催される取締役会の終了時までとし、2007年

以降につきましては、定時株主総会で選任された取締役による取締役会においてその継続の可否を決議し、

株主の皆様へ情報開示するとともに当該事業年度の定時株主総会において、報告をすることといたします。

なお、当社の取締役の任期は１年となっており、本プランは取締役会の決議において廃止することが可能で

ありますので、本プランの廃止を希望される株主の皆様は、取締役の選任議案を通じて、株主の皆様の意思

を表明していただき、出席株主の皆様の議決権の過半数のご賛同を得られなかった等株主の皆様の総体的意

思が示された場合には、速やかに本対応策を廃止いたします。 

なお、有効期間満了前であっても、当社株主総会で選任された取締役で構成される取締役会により、本プラ

ンを廃止する旨の決議が行われた場合には、本プランはその時点で廃止されることになります。また、当社

取締役会が本プランの設計を見直す必要があると判断した場合には、改めて株主総会にお諮りして、株主の

皆様のご意思を確認することといたします。 

６．その他 

本新株予約権の割当方法、名義書換方法、当社による新株予約権の取得方法等の詳細につきましては、本新

株予約権無償割当ての割当期日の決定が行われた後、株主の皆様に対して公告または通知いたしますので、

当該内容をご確認ください。 

なお、本プランの詳細につきましては、当社ホームページに掲載しておりますので、ご参照ください。 

（アドレス http://www.itfor.co.jp/） 

（別添１）  

第三者委員会細則の骨子 

１．中立的な判断の確保 

(1）新株予約権無償割当ての停止条件の成就について取締役会の中立的な判断を確保するために、社外監査

役、弁護士（顧問契約先の弁護士を除く）、公認会計士（監査契約先の公認会計士を除く）等で当社と利

害関係のない者から選任する３名から構成される第三者委員会を設置する。 

 当社と第三者委員会の各委員との間では、善良なる管理者の注意をもって任務にあたる義務を負うことを

含む委任契約を締結する。 

(2）第三者委員会の委員は、取締役会が平時に任命する。ただし、委員の補欠を置くことが出来る。 

(3）第三者委員会の判断が必要と認められる場合には、常勤監査役が第三者委員会を招集する。 

(4）第三者委員会は、必要な判断を行うために、取締役会に説明や資料の提出を求め、または、企業経営につ

き見識を有する者、専門職（投資銀行、証券会社、ファイナンシャル・アドバイザー、弁護士、公認会計

士その他の専門家を含む。）等に対して、必要な情報の提出を要請し、または、その意見を求めることが

できる。 

 また、第三者委員会は、その判断に必要と考える場合には、取締役会に対して、判断期間の延長を要請す

ることができる。 

(5）第三者委員会の決議は、原則として全員一致によるものとするが、これが困難な場合には、多数決による

ものとする。 

２．第三者委員会の審議事項 

第三者委員会は、原則として以下の各号に定める事項について審議、決議し、その決議の内容を、理由を付

して取締役会に勧告する。 

(1）買付者等についての「敵対的性質が存する者」への該当性 

(2）上記１．(4）の判断期間の延長の要否 

(3）「当社株式の大規模買付行為への対応策導入の件」または「停止条件付一部取得条項付差別的行使条件付

新株予約権無償割当て」決議内容における取締役会が判断すべき事項のうち、取締役会が第三者委員会に

諮問した事項 

(4）取締役会が、別途第三者委員会が行うことができるものと定めた事項 

３．敵対的性質が存する者の判断基準 

買付者等の買付提案が、次の各条件のいずれかに当たる場合には、当該買付者等は敵対的性質が存すると判



断するものとする。 

ｉ 買付等が誠実に会社経営に参加することを目的としていないこと（専ら株価をつり上げ、高値で株式を当

社又は当社関係者に買い取らせることを目的としている場合を含む。） 

ⅱ 当社を一時的に支配して、当社の重要な従業員や資産、ノウハウ等を買付者等又はその関係者に移転させ

る等、当社の犠牲の下に買付者等の利益を図ることを目的としていること 

ⅲ 当社の資産等を当該買付者等又はその関係者の債務の担保や弁済原資として流用することを目的としてい

ること 

ⅳ 当社の経営を一時的に支配して、当社の事業に当面関係していない高額な資産等を処分させ、その利益を

もって一時的な高配当をさせるか、一時的な高配当による株価上昇の機会を狙って売り抜けることを目的

としていること 

ⅴ 買付等の提案が、当社取締役会において提案の適否と対案を検討することの可能な時間的余裕を与えてい

ないこと 

ⅵ 買付者等が本プランに定める事項を履行した場合であっても、買付案、買付価額等の合理性について株主

に誤解を与えるおそれがあること 

ⅶ 買付等の提案が、株主に対して冷静に株式売却を検討することができるように配慮されておらず、株主に

対して当社株式の売り急ぎを強要するおそれがあること 

ⅷ 買付等の提案の内容が不適切であるため、当社における企業価値の源泉である当社と顧客との長期的な信

頼関係および当社の優秀な技術者の雇用の維持を阻害するおそれがあり、当社の長期的な企業価値を損な

うものであること 

ⅸ 買付者等が、買付内容の検討に必要な情報が含まれた買付提案書を提出せず、または第三者委員会の求め

に応じた追加情報を提出しないなど、本プランに定める事項を履行していないこと 

 ただし、買付者等が次の各条件のいずれかに当たる場合には、敵対的性質が存しないと判断するものとす

る。 

Ⅰ 当社の子会社（財務諸表等の用語、様式および作成方法に関する規則第８条第３項に定義される。）、関

連会社（財務諸表等の用語、様式および作成方法に関する規則第８条第５項に定義される。） 

Ⅱ 不注意で、または当社を支配する意図がないのに特定株式保有者となった者と第三者委員会が認めた者

で、かつ、特定株式保有者となった後10日以内（ただし、当社取締役会はこの期間を延長できる。）にそ

の保有する株券等を処分等することにより特定株式保有者ではなくなった者 

Ⅲ 当社による自己株式の取得その他の理由により、自己の意思によることなく、当社の特定株式保有者にな

った者である旨第三者委員会が認めた者（ただし、その後自己の意思により当社の株券等を新たに取得し

た場合を除く。） 

Ⅳ 当社の特定株式保有者となったとしても当社の企業価値または株主共同の利益との関係で、対抗措置をと

ることが相当でないと第三者委員会が認めた者 

４．情報の開示 

第三者委員会は、買付者等から買付提案書が提出された事実および買付者等から提出された各種情報その他

の情報のうち第三者委員会が適切と判断する事項について、必要と判断する時点において、株主に対して情報

開示を行うものとする。 

また、上記１(4）の判断期間を延長する旨の決議を行った場合、第三者委員会は、その理由、延長期間、そ

の他第三者委員会が適切と認める事項について、当該延長の決議後速やかに情報開示を行うものとする。 

（別添２）  

本プランに係る新株予約権無償割当要綱 

１．本新株予約権無償割当ては、以下の停止条件が成就したときから効力を発する。 

㋐ ある者が、特定株式保有者に該当したとして該当者から公表がなされた日もしくは当社取締役会がこれを

認めて公表した日のいずれか早い方から10日の期間内（ただし、取締役会が延期することができる。）

に、当社取締役会が対抗措置をとることが適切であると判断し、その旨を公表すること 

または、 

㋑ 当社が発行者である株券等（証券取引法第27条の２第１項に規定する株券等をいう。）について、買付等

の後にその者が特定株式保有者となるような公開買付の公告を行った場合には、当該公告の日から10日の

期間内（ただし、取締役会が延期することができる。）に、当社取締役会が対抗措置をとることが適切で

あると判断し、その旨を公表すること 

なお、当社取締役会は、その者が敵対的性質が存する者であるか否かの第三者委員会による判断を最大限に

尊重して、上記対抗措置をとることが適切であるか否かの判断を行うものとする。 

２．割当対象株主 

本新株予約権無償割当ての停止条件が成就した日の翌日から３週間以内の期間で、当社取締役会が新株予約

権無償割当てを行う日として公告した日（以下「割当期日」という。）における最終の株主名簿または実質株

主名簿に記載または記録された株主（ただし当社を除く。以下「割当対象株主」という。）に対し、その保有

株式１株につき新株予約権２個の割合で、本新株予約権を無償にて割り当てる。 



３．株主に割り当てる新株予約権の数の算定方法 

割当期日における最終の発行済株式総数（当社の保有する当社普通株式の数を控除する。）の２倍の数とす

る。 

４．新株予約権無償割当てが効力を生ずる日 

上記第２項に定める割当期日とする。 

５．新株予約権の目的である株式の数の算定方法 

本新株予約権１個当たりの目的である株式数を当社普通株式１株とし、その総数は割当期日における最終の

発行済株式総数（当社の保有する当社普通株式の数を控除する。）の２倍の数とする。 

６．当該新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

本新株予約権の目的となる株式１株につき１円とする。 

７．当該新株予約権を行使することができる期間 

本新株予約権の割当期日から３週間を経過した日の翌日から１か月間とする。 

８．新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項 

全額を資本に組み入れる。 

９．新株予約権の行使の条件 

特定株式保有者、その共同保有者、その特別関係者もしくはこれらの者から新株予約権を承継した者（ただ

し、承継につき当社取締役会の承認を得た者を除く。）またはこれらの者が実質的に支配し、これらの者を実

質的に支配し、これらの者が共同して支配し、もしくはこれらの者と共同して行動する者として当社取締役会

が認定した者は新株予約権を行使することができない。 

10．新株予約権の行使請求方法および払込の方法 

新株予約権の行使請求方法および払込の方法については、別途、当社取締役会において定める。 

11．新株予約権行使の効力発生時期等 

① 新株予約権を行使した新株予約権者は、当該新株予約権を行使した日に、当該新株予約権の目的である株

式の株主となる。 

② 当社は、新株予約権の行使の効力発生後、すみやかに株券を交付する。 

12．譲渡による当該新株予約権の取得について当該株式会社の承認を要するときはその旨 

本新株予約権を譲渡するときは、当社取締役会の承認を要する。 

13．当社による新株予約権の一部取得 

① 本新株予約権は、割当期日から３週間を経過した日の到来をもって、当社が以下の要領によりこれを取得

する。 

② 上記①に定める日に、当社は第９項に従い新株予約権を行使することができる者の新株予約権を取得す

る。 

③ 上記②の取得にあたって、取得する新株予約権１個と引換えに、当該新株予約権者に対して当社普通株式

１株を交付する。 

14．新株予約権の当社による取得または行使により新たに当社株式を取得した場合の当該株主の、株主総会にお

ける議決権行使 

当社が定める基準日後に、当社による新株予約権の取得または新株予約権の行使によって、新たに当社株式

を取得した場合の当該株主は、株主総会において議決権を行使できるものとする。 

15．新株予約権証券の不発行 

新株予約権証券は、発行しない。 

16．その他 

その他、新株予約権無償割当てに関し必要な詳細に関する一切の事項の決定は、当社代表取締役に一任す

る。 



(2）【その他】 

 該当事項はありません。 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度（第47期）（自 2005年４月１日 至 2006年３月31日）2006年６月26日関東財務局長に提出。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書 

  平成17年12月15日

株式会社アイティフォー   

 取締役会 御中  

 新日本監査法人 

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 森﨑 実   印 

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 麻生 和孝  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社アイティフォーの平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第47期事業年度の中間会計期間（平成17年４月１日か

ら平成17年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間キャッシュ・フロ

ー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から

中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社アイティフォーの平成17年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成17年４

月１日から平成17年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと

認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

 （注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており

ます。 



独立監査人の中間監査報告書 

  平成18年12月15日

株式会社アイティフォー   

 取締役会 御中  

 新日本監査法人 

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 麻生 和孝  印 

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 石川 純夫  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社アイティフォーの平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第48期事業年度の中間会計期間（平成18年４月１日か

ら平成18年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本等変動計算

書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査

法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社アイティフォーの平成18年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成18年４

月１日から平成18年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと

認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

 （注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており

ます。 
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